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スト』2011 年 5 月 23 日号）では、今年度
の大統領経済報告において輸出の増大によ
る成長路線への回帰を強いメッセージとし
て打ち出していることを紹介し、ＴＰＰが
こうした米国の輸出拡大目標達成の文脈の
中でクローズアップされてきたことが指摘
されている。 
上記のように、グローバルな交渉の中で
国内産業に部分的に軋みを生じさせる可能
性や、ＴＰＰ自体がその運用によっては、
特定国の利益に資する形での決着をみるリ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
スクも、完全に否定することはできない。
しかし、市場競争にさらされ、適応してい
った産業ほど、国際競争力を獲得していっ
た歴史的経緯を改めて想起したい。そうし
た観点から、ＴＰＰのタフな交渉テーブル
につき、その中から国益にかなうルール作
りや自由化のあり方を模索していくべきで
はないかと筆者は考える。 
但し、こうした判断を最終的に下すため
にも、積極的な情報開示が必要なことは論
を俟たない。例えば、混合診療の解禁をめ
ぐって、11 月上旬に至ってそれがＴＰＰ交
渉の俎上にのる可能性が初めて示唆された。
これは医師会などの反対への配慮等があっ
たと思われるが、こうした情報の開示が遅
れることにより、議論はより一層混迷の度
合いを深める。政府に求められるのは、懸
念材料も含めて積極的に情報を開示する中
で、総合的に得失の判断を行い、国の将来
のあり方をビジョンとして提示していくこ
とであろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
